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A類型とB類型の比較 

最新モデル省エネルギー機器等導入支援事業
（Ａ類型）

地域工場・オフィス・店舗等省エネルギー促進事業
（Ｂ類型）

補助対象者 事業を営んでいる法人及び個人事業主 事業を営んでいる法人及び個人事業主

補助対象経費 補助対象機器等の購入費のみ 設計費・設備費・工事費等

通常事業 １／３以内（中小企業、エネルギー多消費企業は１／２以
内）

エネマネ事業者を活用する場合 １／２以内（中小企業、エネルギー多
消費企業は２／３以内）

補助金上限・下限
上限：1.5億円（１事業者あたり）
下限：50万円（１事業所あたり）
※１事業者につき申請は１回まで。

上限：50億円（１申請あたり）
下限：100万円（１申請あたり）

省エネに関する要件
最新モデルかつ、一代前のモデルと比較して年平均１％以上の省エ
ネ性能の向上が確認できる機器等。

工場・事業場等における、既設設備・システムの置き換え、又は製造
プロセスの改善等の改修等により、一定以上の省エネ効果等が確認
できること。
※申請パターン毎の省エネ効果等の詳細は、Ｐ.７「申請パターン」を
参照のこと。

申請スキーム 随時申請、随時採択 一定の申請期間後、一括で採択発表

申請から採択までの期間（目安） 約２～４週間（申請状況により異なる） 公募締切後、約２ヵ月

事業期間 単年度 単年度

エネマネ事業者の活用 活用できない 活用できる

ＳＩＩに登録された証明書発行団体
の性能証明書

必要 不要

補助率 １／３以内（中小企業、エネルギー多消費企業は１／２以内）
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